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Ⅰ： 当社事業と経営戦略についてⅠ： 当社事業と経営戦略について



会社概要

会社名 日本工営株式会社

設立 1946年6月7日

会社情報 売上構成比

不動産賃貸

821（1 0%）設立 1946年6月7日

資本金 7,393百万円

従業員数 3,320[グループ連結] （2015年6月末時点）

連結子会社 14社 国内建設

電力

エンジニアリング

17,857

（21.8%）

821（1.0%）

その他

1,141（1.4%）

連結子会社 14社

事業内容 国内建設コンサルタント事業

海外建設コンサルタント事業（ODA等）

電力エンジニアリング事業

国内建設

コンサルタント

41,845

（51.1%）

海外建設

コンサルタント

20,174
（電力システム・機器製造、変電所新設等）

経営理念 誠意をもってことにあたり、

技術を軸に社会に貢献する。

2015年6月期実績

（単位：百万円）

（24.7%）

連結売上高推移（単位：百万円） 連結営業利益推移（単位：百万円）
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事業展開

国内建設コンサルタント

河川や道路などの社会資本の整備・維持、豊かで安全な河川や道路などの社会資本の整備 維持、豊かで安全な

暮らしを実現する地域整備など、国民の生活基盤を支える

多くのプロジェクト（年間約3,000件）に携わる。

海外建設コンサルタント

アジアを中心にアフリカ、中近東、中南米などで、

水資源、エネルギー、都市開発、交通、農業開発、環境など、

幅広い分野の途上国発展を支えている。

電力エンジニアリング

国内および海外の国々の電源開発や電力需要を

支えるための事業を推進している。

変電所・開閉所・発電所の新設や改修、水力発電所における
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変電所 開閉所 発電所の新設や改修、水力発電所における

ダム管理システムの構築などを行う。



長期経営戦略

「安全･安心な社会基盤と豊かな生活空間づくりに価値あるサービスを提供し未来を拓く」
というビジョンの実現に向けて、
グローバルなコンサルティング＆エンジニアリングファームへと進化を続ける

2015年6月期
（実績）

2021年6月期
（目標）

グロ バルなコンサルティング＆エンジニアリングファ ムへと進化を続ける。

売上高

1,400億円

（実績） （目標）

連結売上高 818 億円 → 1,400 億円

営業利益 45 億円 → 140 億円

②新事業による成長
＋400億円

営業利益率 5.5 ％ → 10 ％

ROE 8.5 ％ → 10 ％

①既存事業の
長期持続的な成長2nd

1,000億円

3rd 長期持続的な成長
＋200億円

1ｓｔ
Step

2nd
Step

NK-AIM
(2015 7 2018 6)

Step
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2015年度2008年度 2018年度2012年度 2020年度

(2015.7-2018.6)



中期経営計画 （2015年7月～2018年6月）

長期ビジョン達成に向けたセカンドステップとして、
「主力３事業の持続的成長」と「新規事業の創出と拡大」を目指す。
NK-AIM ～世界で進化（Advance) 日本で深化(Intense) 発揮する真価(Merit)～NK AIM 世界で進化（Advance) 日本で深化(Intense) 発揮する真価(Merit)

事業における重点課題■2018年6月期 数値目標

(1)グローバル展開の一層の進化 → 世界で進化（Advance）

(2)主力事業の深化による一層の
業域拡大と収益性の向上

→ 日本で深化（Intense）

•連結売上高 1,000億円

•営業利益 64億円 業域拡大と収益性の向上

(3)新事業領域の創出に向けて
総合技術力の真価を発揮

→ 発揮する真価（Merit）

営業利益 64億円

•営業利益率 6.4％

ＲＯＥ 7 5％•ＲＯＥ 7.5％
全社共通施策

(1)技術政策：
次世代基幹技術の開発と生産性のさらなる向上次世代基幹技術の開発と生産性のさらなる向上

(2)人事政策：
人財の確保と育成の強化

(3)組織政策：(3)組織政策：
コラボレーションの促進とコーポレートガバナンスの強化
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Ⅱ： 2016年6月期 第2四半期決算
（2015.7-2015.12）



第2四半期 連結PLサマリー
海外建設コンサルタント事業、電力エンジニアリング事業が牽引し、増収・増益

・連結売上高は、海外建設コンサルタント事業、電力エンジニアリング事業が好調で増収
・営業利益は、増収と原価率および販管費率の改善により、大幅増益
親会社株主 帰属する 半期純利益 は 前年 期 固定資産 売却益があ たため 大幅減益

2016.6期
第2四半期 実績

2015.6期
第2四半期 実績

前年同期
増減

前年同期
比率（単位：百万円）

・親会社株主に帰属する四半期純利益については、前年同期に固定資産の売却益があったため、大幅減益

連結受注高 37,551 （売上比） 45,053 （売上比） ▲ 7,502 83.3%

連結売上高 20,336 100.0% 16,846 100.0% 3,489 120.7%

売上原価 15 599 76 7% 13 425 79 7% 2 173 116 2%売上原価 15,599 76.7% 13,425 79.7% 2,173 116.2%

売上総利益 4,736 23.3% 3,421 20.3% 1,315 138.4%

販管費 8,237 40.5% 8,148 48.4% 89 101.1%販管費 8,237 40.5% 8,148 89 101.1%

営業利益 ▲ 3,500 ▲17.2% ▲ 4,726 ▲28.1% 1,226 -

営業外損益 171 0.8% 798 4.7% ▲ 626 21.4%

経常利益 ▲ 3,328 ▲16.4% ▲ 3,927 ▲23.3% 599 -

特別損益 ▲ 158 ▲0.8% 2,606 15.5% ▲ 2,765 -
親会社株主に帰属
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親会社株主に帰属
する四半期純利益

▲ 2,651 ▲13.0% ▲ 1,040 ▲6.1% ▲ 1,610 -



損益増減分析
（単位：百万円）

売上増および
原価率が3 0pt改善で原価率が3.0pt改善で

営業利益は増益

前期は特別利益で
固定資産売却益
2,560百万円計上
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セグメント別実績（受注高/売上高/営業利益）
2016.6期

第2四半期 実績
2015.6期

第2四半期 実績
前年同期

増減
前年同期

比率
2016.6期
通期計画

受注高 37,551 45,053 ▲ 7,502 83.3% 84,000 

（単位：百万円）

国内建設コンサルタント 19,487 21,848 ▲ 2,360 89.2% 43,000 

海外建設コンサルタント 10,358 16,565 ▲ 6,207 62.5% 28,000 

電力エンジニアリング 7,697 6,635 1,062 116.0% 14,000 

その他 7 4 2 164.6% -

売上高 20,336 16,846 3,489 120.7% 84,000

国内建設コンサルタント 4,470 4,523 ▲ 52 98.8% 41,000 

海外建設コンサルタント 8,347 6,259 2,088 133.4% 24,000 

電力エンジニアリング 7,148 5,387 1,761 132.7% 17,000 

不動産賃貸 270 525 ▲ 254 51.5% 700

その他 98 150 ▲ 52 65.3% 1,300

営業利益 ▲ 3,500 ▲ 4,726 1,226 - 4,200 

国内建設コンサルタント ▲ 3,535 ▲ 3,418 ▲ 116 - 2,400国内建設コンサルタント ▲ 3,535 ▲ 3,418 ▲ 116 2,400 

海外建設コンサルタント ▲ 118 ▲ 1,119 1,001 - 1,400 

電力エンジニアリング 1,166 369 796 315.4% 2,100 

不動産賃貸 201 387 ▲ 186 51 9% 400不動産賃貸 201 387 ▲ 186 51.9% 400

その他・全社費用 ▲ 1,214 ▲ 945 ▲ 268 - ▲2,100
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国内建設コンサルタント事業
市場環境

・公共事業関係費は横ばいだが、「国民の安全・安心の確保」が主な施策の1つに掲げられ、

防災・減災対策およびインフラ老朽化対策の予算は増加防災 減災対策およびインフラ老朽化対策の予算は増加。

■受注高は、国関連案件の受注減少を主要因として、前年同期を下回る。

■売上高は、子会社の玉野総合コンサルタントが苦戦も、重点領域の事業が好調で前年同期並み。

2016.6期 2015.6期 前年同期 前年同期 2016.6期

■営業利益は、原価率の高い一部の案件で収益性が悪化したものの、販管費で前期まで発生して

いたのれん償却費がなくなり、微減となった。（営業利益率▲75.6%→▲79.1%）

2016.6期
第2四半期 実績

2015.6期
第2四半期 実績

前年同期
増減

前年同期
比率

2016.6期
通期計画

受注高 19,487 （売上比） 21,848 （売上比） ▲ 2,360 89.2% 43,000 

（単位：百万円）

売上高（※） 4,470 100.0% 4,523 100.0% ▲ 52 98.8% 41,000 

売上原価 4,135 92.5% 3,926 86.8% 209 105.7% 30,600 

売上総利益 334 7.5% 596 13.2% ▲ 262 36.3% 10,400 

販管費 3,869 86.6% 4,015 88.8% ▲ 145 96.4% 8,000 

営業利益 ▲ 3,535 ▲79.1% ▲ 3,418 ▲75.6% ▲ 116 103.4% 2,400 
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※売上高は、外部顧客に対する売上高です。



国内建設コンサルタント事業

事業戦略の進捗

・ 「防災･減災」「維持管理」「インフラ運営」「知財活用」「PM/CM」「環境･地方創生」「その他」の

７分野、４1事業の重点事業は、今期の受注目標に対して、60%超の進捗で堅調。

・重点分野の中でも、 「防災･減災」「維持管理」を中心にシェア拡大カテゴリーが好調。

・工期厳守、品質向上にむけた生産体制の強化を実施。工期厳守、品質向上にむけた生産体制の強化を実施。

・子会社の玉野総合コンサルタントは、前年同期に比べて苦戦。

≪売上高≫≪受注高≫ ≪営業利益≫
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*グラフの単位はすべて百万円

2014.6
2Q実績

2015.6
2Q実績

2016.6
2Q実績

2014.6
2Q実績

2015.6
2Q実績

2016.6
2Q実績

▲ 3,418 ▲ 3,535‐4,000 



海外建設コンサルタント事業
市場環境

・ODA事業予算は、安定的に推移。さらに、当社が得意とする「インフラ輸出」が

国の重要政策として掲げられ 事業環境は良好国の重要政策として掲げられ、事業環境は良好。

■受注高は、上半期に大型案件受注がなかったことにより、前年同期を下回る。

■売上高は、ベトナム・イラク・バングラデシュの大型案件の売上計上により、前年同期を上回る。

善

2016.6期 2015.6期 前年同期 前年同期 2016.6期

■営業利益は、売上堅調で前年同期まで低迷していた大型案件の収益率改善が寄与し増益。

（営業利益率▲17.9%→▲1.4%）

2016.6期
第2四半期 実績

2015.6期
第2四半期 実績

前年同期
増減

前年同期
比率

2016.6期
通期計画

受注高 10,358 （売上比） 16,565 （売上比） ▲ 6,207 62.5% 28,000 

（単位：百万円）

売上高（※） 8,347 100.0% 6,259 100.0% 2,088 133.4% 24,000 

売上原価 6,498 77.8% 5,409 86.4% 1,088 119.7% 18,100 

売上総利益 1,849 22.2% 850 13.6% 999 222.1% 5,900 

販管費 1,968 23.6% 1,970 31.5% ▲ 1 99.9% 4,500 

営業利益 ▲ 118 ▲1.4% ▲ 1,119 ▲17.9% 1,001 10.6% 1,400 
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※売上高は、外部顧客に対する売上高です。



海外建設コンサルタント事業

事業戦略の進捗

・大型の円借款案件で、受注時期が3Q以降に期ズレ。

・JICAの調査案件受注が好調で、本邦ODAでのシェア拡大を推進。

・前期に収益を圧迫した鉄道関連案件の利益水準は、回復傾向。

・子会社の業績は、NK Indiaを中心に好調に推移し、地域密着型の事業展開を拡大。

・今期中の受注および売上計上を想定していた施工監理案件の契約時期が3Q以降 に期ズレ。

≪売上高≫≪受注高≫ ≪営業利益≫
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*グラフの単位はすべて百万円

2014.6
2Q実績

2015.6
2Q実績

2016.6
2Q実績

2014.6
2Q実績

2015.6
2Q実績

2016.6
2Q実績

▲ 1,119‐1,200 



電力エンジニアリング事業
市場環境

・東日本大震災以降、抑制されていた改修・更新案件が増加。

電力会社からは コスト削減要請が強まる電力会社からは、コスト削減要請が強まる。

■受注高は、変電所設備に係る製造・工事の受注が好調で、前年同期を上回る。

■売上高は、民間向け水車発電機改良案件と変電所関連案件が好調で、前年同期を上回る。

2016.6期 2015.6期 前年同期 前年同期 2016.6期

■営業利益は、高収益率の案件が多く完工したため、前年同期を上回る進捗で大幅増益。

コスト削減要請も生産性の向上により現段階では吸収。（営業利益率 6.9%→16.3%）

2016.6期
第2四半期 実績

2015.6期
第2四半期 実績

前年同期
増減

前年同期
比率

2016.6期
通期計画

受注高 7,697 （売上比） 6,635 （売上比） 1,062 116.0% 14,000 

（単位：百万円）

売上高（※） 7,148 100.0% 5,387 100.0% 1,761 132.7% 17,000 

売上原価 4,735 66.2% 3,745 69.5% 989 126.2% 12,100 

売上総利益 2,413 33.8% 1,641 30.5% 771 148.9% 4,900 

販管費 1,246 17.4% 1,272 23.6% ▲ 25 98.0% 2,800 

営業利益 1,166 16.3% 369 6.9% 796 315.4% 2,100 
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※売上高は、外部顧客に対する売上高です。



電力エンジニアリング事業

事業戦略の進捗

・民間自家用発電所のFIT適用による機器更新大型案件が、第2四半期で納品完了。

・制御システム、機器製造分野では、価格競争に対応するため、コスト低減目標を設定、

製品の性能向上や材料調達・製造コストの縮減を実施。

・建設工事は、積極的なVE （Value Engineering）提案を行うことで、受注確度を向上。

≪売上高≫≪受注高≫ ≪営業利益≫
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*グラフの単位はすべて百万円
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プロジェクト紹介 （海外/鉄道）
ベトナム ホーチミン市都市鉄道建設プロジェクト

【プロジェクト概要】【プロジェクト概要】

発注元 ：ホーチミン市鉄道管理局

契約期間：2007年3月～2024年2月

契約金額：2 367億円契約金額：2,367億円

（うちコンサルタント48億円）

ベトナム南部経済圏の中心として重要な役
割を担うホーチミン市では、渋滞の発生、交
通安全の低下、大気汚染等の問題が生じ、
新たな大量都市交通システムの整備が必要新たな大量都市交通システムの整備が必要

総延長19 7k の都市鉄道を建設中総延長19.7kmの都市鉄道を建設中
- 既存フィージビリティ調査レビュー
- 基本設計、入札図書作成
- 施工監理施 監理
- 維持管理計画の策定 等
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プロジェクト紹介 （電力/コストダウン）
水力発電用水車 ランナー（※）製造効率化

従来の製造方法は、鋳物の型抜き生産の
がため、完成までに１年程度の期間が必要

テ の固まりから ピ タ制御のステンレスの固まりからコンピュータ制御の
専用機械で削りだして製作することで、製
造期間が約3か月に短縮され、生産コストも
効率化 電力エンジニアリング部門の工場効率化

福島事業所（福島県須賀市）

※ランナー：フランシス水車の羽となる部分
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貸借対照表
・流動資産は、売上高の増加に伴い売掛金が増加

・流動負債は、短期借入金の増加に伴い、増加

・純資産は、利益剰余金の増加に伴い増加

2016.6期
第2四半期

2015.6期
第2四半期

前年同期
増減

資産 89 532 87 401 2 131

（単位：百万円）

資産 89,532 87,401 2,131

流動資産 49,456 48,424 1,032

有形固定資産 24 544有形固定資産 24,544 24,547 ▲ 2

無形固定資産 553 624 ▲ 70

投資その他投資その他 14,978 13,806 1,172

負債 40,427 40,862 ▲ 434

流動負債流動負債 34,514 32,702 1,812

固定負債 5,912 8,160 ▲ 2,247

純資産
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純資産 49,104 46,539 2,565



キャッシュ・フロー
・営業活動によるキャッシュ･フローは、たな卸資産の増減額が減少したことに伴い、支出減

・投資活動によるキャッシュ･フローは、前年同期は固定資産の売却収入あったこと、
今年度は子会社への貸付が増加したことに伴い、支出増

2016.6期 2015.6期 前年同期

・財務活動によるキャッシュ・フローは、運転資金の短期借入金の増加により、収入増

第2四半期 実績 第2四半期 実績 増減

営業活動による
キャッシュ・フロー

▲ 14,639 ▲ 16,548 1,909

（単位：百万円）

キャッシュ フロ

投資活動による
キャッシュ・フロー

▲ 3,057 3,663 ▲ 6,720

財務活動による
キャッシュ・フロー

11,218 9,288 1,930

現金および現金現金および現金
同等物の増減額

▲ 6,530 ▲ 3,462 ▲ 3,067

現金および現金 5,142 5,268 ▲ 125
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同等物の四半期末残高
5,142 5,268 ▲ 125



Ⅲ： 2016年6月期 第3四半期以降の
取組み



第3四半期以降の取組み① ～NK-AIM達成に向けて～

国内建設コンサルタント事業

– 年間稼働率の平準化のため 4月～6月の早期発注案件の受注を強化年間稼働率の平準化のため、4月～6月の早期発注案件の受注を強化

– 業務プロセス改革として技術・品質の照査体制を強化、生産効率を向上

– フレキシブルに要員移動を行うことで生産体制を整え、工期厳守と稼働率向上

重点事業領域を中心とした受注の積み上げと複合技術の活用– 重点事業領域を中心とした受注の積み上げと複合技術の活用
≪受注残高（百万円）≫

■直近の受注内容（一部）
41,896

44,375 42,531
50,000

内容 発注元

鶴田ダム耐震性能照査検討
九州地方整備局
鶴 ダ 管 所

■直近の受注内容（一部）

20 000

30,000

40,000

鶴田ダム耐震性能照査検討
鶴田ダム管理所

北海道新幹線／渡島トンネル地質調査 鉄道運輸機構

河川施設長寿命化計画 京都府 0

10,000

20,000
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第3四半期以降の取組み② ～NK-AIM達成に向けて～

大型案件の確実な受注に向けて 営業力・提案力を強化

海外建設コンサルタント事業

– 大型案件の確実な受注に向けて、営業力・提案力を強化

– 今後も拡大が見込まれる都市型事業/PPP事業のノウハウを蓄積し、収益力強化

– 現地子会社との連携を強化し、現地のエンジニアのネットワークを活用した

地域密着型の生産体制の確立および集合研修によるリージョナルエンジニア育成

■直近の受注内容（一部）

≪受注残高（百万円）≫

47 635
53,972 52,864

60,000

内容 発注元

ASEAN地域強靭な都市づくりに関する情報収集･確認調査 JICA

■直近の受注内容（一部） 47,635

30,000

45,000

域強靭 都市 り 関す 情報収集 確認調

インドチェンナイ海水淡水化プラント建設事業準備調査 JICA

ペルー国マヘス・シグアス灌漑事業 民間
0

15,000
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第3四半期以降の取組み③ ～NK-AIM達成に向けて～

– 現在の主要取引電力会社以外の他電力会社への参入

電力エンジニアリング事業

現在の主要取引電力会社以外の他電力会社への参入

– 官公庁・民間におけるFIT適用の既設水力発電所の更新・新設工事の受注、大型水力
案件の営業（一部、国内建設コンサルタント事業部門と連携）案件の営業（ 部、国内建設コンサルタント事業部門と連携）

– 製造部門では、価格競争力向上のため、設計・仕様見直し、海外調達、作業効率化

（加工を含む）による原価低減と納期短縮（加工を含む）による原価低減と納期短縮

– 建設部門では、施工前・中の工法・工期等の改善等の

VE提案の更なる推進

≪受注残高（百万円）≫

13,136

11,39212 000

15,000

VE提案の更なる推進

– プラント部門では、海外展開を進めるため、

アライアンス会社の発掘と中途採用による要員増強

7,014

11,392

6 000

9,000

12,000

アライアンス会社の発掘と中途採用による要員増強

0

3,000

6,000
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第3四半期以降の取組み④ ～NK-AIM達成に向けて～

新事業

– 事業投資による市場開拓と新たな顧客の創出事業投資による市場開拓と新たな顧客の創出

→ 2015年10月に設置したグローバル戦略本部で継続的に検討

– エネルギー事業の確立と拡大エネルギ 事業の確立と拡大

→発電設備を自社で保有することにより、発電に関するノウハウを自社に蓄積し、

今後の事業領域拡大や、海外進出への活用を目指す

– 都市空間事業の確立と拡大

→M&A、アライアンス等により都市開発・建築分野を開拓・拡大することで、

事業領域を点から面へ事業領域を点から面へ

【TOPIC】

平成27年度新エネ大賞にて「新曽木水力発電 学習型観光の普及啓発活動」が審査委員長特別賞を受賞平成27年度新エネ大賞にて「新曽木水力発電 学習型観光の普及啓発活動」が審査委員長特別賞を受賞

当社は、鹿児島県伊佐市、新曽木水力発電株式会社と3者で
「新曽木水力発電 学習型観光の普及啓発活動」に取組んでいます。
旧曽木発電所遺構の利用や周辺の観光地との連携により新エネルギーの普及啓発活動を推進して
いることが評価され 平成27年度新エネ大賞（主催：一般財団法人 新エネルギー財団）審査委員長
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いることが評価され、平成27年度新エネ大賞（主催：一般財団法人 新エネルギー財団）審査委員長
特別賞を受賞しました。



2016年6月期 通期見通し

2016.6期
通期 通

2015.6期
通期実績

前年同期
増減

前年同期
率

新中期経営計画（NK-AIM）初年度である2016年6月期の通期見通しに変更はなし

通期見通し 通期実績 増減 比率

受注高 84,000 87,573 ▲3,573 95.9%
売上高 84,000 81,839 2,160 102.6%

（単位：百万円）

売上高 84,000 81,839 2,160 102.6%
- 国内建設コンサルタント 41,000 41,845 ▲845 98.0%
- 海外建設コンサルタント 24,000 20,174 3,825 119.0%
- 電力エンジニアリング 17,000 17,857 ▲857 95.2%

営業利益 4,200 4,502 ▲302 93.3%
国内建設コンサルタント 2 400 2 723 ▲323 88 1%- 国内建設コンサルタント 2,400  2,723 ▲323 88.1%

- 海外建設コンサルタント 1,400 285 1,114 490.6%
- 電力エンジニアリング 2,100 2,834 ▲734 74.1%,

経常利益 4,500 5,477 ▲977 82.2%
親会社株主に帰属する

当期純利益
2,200 4,261 ▲2,061 51.6%

※売上高および営業利益について、主要セグメントである、国内建設コンサルタント/海外建設コンサルタント/電力エンジニアリング事業の

内訳のみを記載しております。売上高・営業利益の合計値には、不動産賃貸事業ほかが含まれています。
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Ⅳ：参考資料Ⅳ：参考資料



（参考資料）建設コンサルタントの仕事内容
国内：主に設計段階まで携わる。

主要顧客は、国土交通省などの一次官庁、都道府県、市町村などの二次官庁。

海外：案件により、企画から工事の際の施工監理まで携わる場合もある。

計画・企画 設計 工事 運転・経営

海外 案件により、企画から 事の際の施 監理まで携わる場合もある。

主要顧客は、国際協力機構（JICA）、相手国政府、国連・世界銀行など。

計画 企画 設計 工事 運転 経営

企画・立案
FS調査

基本設計
詳細設計

工事入札
書類作成

入札評価・業者選定
のサポート

契約監理
施工監理

運転指導
経営指導

国内 （ ）国内

海外

コンサルタント（NK）

コンサルタント（NK）

施工（ゼネコンなど）

施工（ゼネコンなど）

施工監理（NK）

例）Ａ地域での慢性的な渋滞問題

施主側に立ち 施工業者の工事を監督

計画・企画 設計 工事

調査、計画、設計などの
技術サービスを提供

調査、計画、設計などの
技術サービスを提供

・道路を作るべきか、
地下鉄を作るべきか

施主側に立ち、施工業者の工事を監督
（施工監理）

（ゼネコンやメーカーなど）
発注機関と建設コンサルタント会社が

道路が完成

住民サービス
として提供
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・経済合理性はあるか
・地形を考慮した最適な工法の提案

発注機関と建設コンサルタント会社が
合意した仕様に基づく工事の実施

として提供



（参考資料）電力エンジニアリングの仕事内容

電力会社を主要取引先として、発電機器や変電所の制御システムの製造、

変電所や発電所などの新設・改修工事を行い、安定した電力供給に貢献している。

電力系統の監視制御を効率的に
行う集中監視制御システムの製造

・水力発電用の水車、発電機の製造
・その他電力機器の製造

変電所、発電所などの
新設・改修工事
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（参考資料）業界での位置づけ

順 売上高（百万円）

日本工営は、国内の建設コンサルタントとしてNo.1のリーディングカンパニー

順
位 会社名

売上高（百万円）

建設コンサルタント
部門

全体

1 日本工営 45 499 59 3071 日本工営 45,499 59,307

2 パシフィックコンサルタンツ 40,194 42,296

3 建設技術研究所 31,371 33,211

4 オリエンタルコンサルタンツ 23 905 24 7154 オリエンタルコンサルタンツ 23,905 24,715

5 八千代エンジニヤリング 18,318 18,728

6 ジェイアール東日本コンサルタンツ 16,814 18,165

7 エイト日本技術開発 15 524 17 5377 エイト日本技術開発 15,524 17,537

8 国際航業 15,478 34,398

9 いであ 15,072 15,873

10 ニュ ジェック 14 464 14 87310 ニュージェック 14,464 14,873

18 玉野総合コンサルタント （都市計画・まちづくりに強み） 10,251 12,011

本 ビ ク タ （地 空間設計 ネ 強 ）
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69 日本シビックコンサルタント （地下空間設計・トンネルに強み） 2,486 2,522

※出典：日経コンストラクション2015年5月11日号 建設コンサルタント部門売上高ランキング（決算内容一覧）



（参考資料）日本工営の強み

①建設コンサルタントの先駆けとして、147の国で実績を持つ日本のNo.1企業
②高い技術力と総合力で、高度化・複雑化する社会課題に最適なソリューションを提供

8.0%

9.0%

10.0%
GDP予測成長率（2010年⇒2015年／年率） ■1954年以降、147の国と地域で国づくり、

人づくりの根幹にかかわる事業を実施
■過去に当社がプロジェクトに携わった国

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%
■国内外の発展段階に応じた

社会基盤（インフラ）整備に貢献

■多くのエマージング諸国の電力、運輸交通などの
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■多くの ジング諸国の電力、運輸交通などの
基幹インフラ整備は、日本のＯＤＡによる
援助事業として、日本工営がリード

IMF World Economic Outlook Databese, Oct 2014より集計

クタ
ン

ア ル リ
ア

ンン ド

■総合コンサルタントとして、「河川・水工」、「上下水道」、
「道路橋梁」、「空港・港湾」など幅広い領域をカバー

■自社で研究開発施設を持ち、特許技術等を保有

■幅広い分野の資格をもった人財を育成
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■コンサルタントと電力エンジニアリングのシナジー



（参考資料）国内市場動向

政府建設投資（単位：兆円） 公共事業関係費（単位：兆円）

9

8

9

補正 当初

19.7 

22.6 
23.5 

21.4 
20.3 

20 0

25.0 

2.8

2.4 1

0.4 0.6
6

718.6 

15 0

20.0 

4

5

10.0 

15.0 

5
4.6

5.3
6 6

2

3

5.0 

0

1

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
0.0 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

32

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度2011年度 2012年度 2013年度

（見込み）

2014年度

（見込み）

2015年度

（見通し）

2016年度

（見通し）



（参考資料）海外市場動向/電力市場動向

一般会計ODA当初予算（単位：億円） 東京電力（株） 修繕費・設備投資/流通 （単位：億円）

7 000 3,500

5,727
5,612 5,573 5,502 5 422 5,519

6,000

7,000

2,984 

2,794 
3,000 

3,500 
修繕費

設備投資

, 5,422

5,000
2,192 2,198 

2,487 

2,128 

2 003

2,500 

3,000

4,000
1,751 

1,865 

1,492 

1,851 

1,371 

2,003 

1,500 

2,000 

2,000

3,000

1,000 

1,000

0

500 
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誠意をもってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する。

本資料は情報提供を目的としており、本資料による何らかの行動を勧誘するものではありません。本資料（業績見通しを含む）
は、現時点で入手可能な信頼できる情報と合理的であると判断する一定の前提に基づいて当社が作成したものでありますが、実

際の業績等はさまざまな要因により、大きく異なることが起こりえます。際の業績等はさまざまな要因により、大きく異なることが起こりえます。

IRに関するお問い合わせ

日本工営株式会社 経営企画部 コーポレートコミュニケーション室日本工営株式会社 経営企画部 コーポレートコミュニケーション室

03-5276-2454


